
議 員 提 案 第 2 2 号 
 
 
新潟水俣病全被害者の救済と問題解決に向けた取組を求める意見書の提出について 

 
 
このことについて、次のとおり意見書を提出するものとする。 

 
 
  令和６年 10 月７日提出 

 

    新潟市議会議員             平 松 洋 一 

同                小 柳  聡 

同                小 野 清 一 郎 

同                荒 井 宏 幸 

同                伊 藤 健 太 郎 

同                土 田 真 清 

同                小 野 照 子 

同                倉 茂 政 樹 

同                武 田 勝 利 

同                志 賀 泰 雄 

同                内 山 幸 紀 

同                宇 野 耕 哉 

同                竹 内  功 

同                中 山  均 

 

         

 



新潟水俣病全被害者の救済と問題解決に向けた取組を求める意見書 

 

新潟水俣病は来年、公式確認から60年を迎えます。この間において、平成16年の最高

裁判決は、現行の認定基準（昭和52年判断条件）では認められなかった原告を水俣病と

認め、原因企業に賠償を命じました。また、平成25年の最高裁判決は、基準の症候の組

合せが認められない場合でも総合的に検討し、水俣病と認定する余地を排除していない

旨の判断を示しました。 

このような中、近年、大阪、熊本、新潟の地方裁判所において、原告を水俣病と認め

る判決が相次いで出されており、これらの判決は、公害健康被害の補償等に関する法律

や、水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に関する特別措置法（以下「特措法」と

いう。）等の従前の救済策では救済されない被害者が多数存在していることを示してい

ます。その一方で、係属中の訴訟における原告の高齢化が進んでおり、「生きているうち

に解決を」は被害者の切実な叫びになっており、速やかな解決が求められています。 

また、本年は、５月に環境大臣との懇談において水俣病被害者の発言が遮られる問題

が生じたほか、７月には環境大臣が来県し、新潟水俣病被害者団体と懇談を行うなど、

関係者間の話合いの場の充実が求められているところです。 

よって、国並びに政府関係機関におかれては、下記の事項について早急に取り組まれ

るよう強く要望します。 

 

記 

 

１ 新潟水俣病全被害者の早期救済と、救済制度の抜本的な見直しを含む問題解決に向

けて、被害者、国、原因企業ら関係者の間で話合いの場を設けること。 

 

１ 平成22年４月16日の特措法に関する閣議決定及び平成23年３月３日のノーモア・ミ

ナマタ新潟全被害者救済訴訟の和解条項を踏まえて、阿賀野川流域住民の健康被害調

査を実施すること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 

令和６年10月７日 

新潟市議会議長 

皆 川 英 二 

 
衆議院議長  

宛て 

参議院議長 

内閣総理大臣 

総務大臣 

財務大臣 

厚生労働大臣 

環境大臣 


